
特 別 調 査特 別 調 査

1.　調査対象期間　令和5年4月～令和5年9月

2.　調査対象先　大信にお取引がある、東京都内の中小企業・小規模事業者

3.　調査方法　営業店調査員による面接聴き取り

4.　調査回答企業　主に当組合の貸出先約13,000先のうち3,219社・者

令和5年12月

1原材料・光熱費等の価格上昇によるコスト高は業況に影響を与えていますか。

調査要領

多少影響がある
52.9%

ほぼ影響はない
30.1%

その他・未記入
0.7%

かなり影響がある
15.9%

危機的な影響がある
0.3%

好影響がある
0.1%

2コスト高に伴い、自社商品やサービスへの価格転嫁はできていますか。

コスト高の影響はなく価格転嫁の必要はない
39.5%

価格転嫁は一部しかできていない
30.8%

その他・未記入
1.8%

コスト高の価格転嫁は100%できている
23.1%

価格転嫁は全くできていない
4.8%



〒105-8610 東京都港区東新橋 2-6-10　　TEL 03 (3436) 0126
（担当部署　営業推進部）

3問2で③（価格転嫁は一部しかできていない）を回答された方におかれては、
その転嫁率はどの程度ですか。

4問2で③・④（価格転嫁は一部しかできていない・価格転嫁は全くできていない）を
回答された方におかれては、その主な理由は何ですか。（複数回答可）

5問2で③・④（価格転嫁は一部しかできていない・価格転嫁は全くできていない）を
回答された方におかれては、どのように対応されていますか。（複数回答可）

値上げによる客離れや発注減が懸念されるため

販売先や発注先が価格交渉に応じてもらえない

販売先や発注先とまだ価格交渉をしていない

未記入・その他

合　計

881

105

104

2,129

3,219

110

492

234

2,383

3,219

60

212

449

2,498

3,219

1 番目 2番目
件　　数内　　容 3番目

経費削減を行い対応している

仕入れ価格の見直しを行い対応している

全く対応できていない

商品・サービスの品質を下げて対応している

未記入・その他

合　計

561

435

58

37

2,128

3,219

388

391

24

96

2,320

3,219

68

77

143

437

2,494

3,219

1 番目 2番目
件　　数内　　容 3番目

20%未満

20%～ 40%程度

40%～ 60%程度

60%～ 80%程度

80%以上

未記入

8.7%

6.4%

5.8%

5.6%

4.4%

69.1%


